自宅療養体制整備事業ＱＡ
	質問
	回答

	事業の対象期間は。通知前に実績がある場合は対象となるのか。
	事業の対象期間は、令和３年６月１日から令和４年３月31日までとなります。通知前であっても期間内に実績がある場合は、対象となります。

	看護協会の行う健康観察との違いは何か。
	本事業は、かかりつけ医など地域の医師が健康観察を行うことにより、診療までの間に体調の悪化が見られた場合もより速やかな対応につながることを目的としています。

	往診及び外来診療を行った場合、通常の保険診療とは別に本事業の補助の対象となるか。
	通常の保険診療とは別に本事業の補助の対象となります。

	オンライン診療を行ってもよいのか。
	オンライン診療については、各医療機関の状況や対象者（自宅療養者）の希望など、状況に応じて対応をお願いします。

	どのような患者を想定しているのか。
	自院のかかりつけ患者、自院で新型コロナウイルス感染症に係る検査を実施した患者、一定の地域内で療養している患者などを想定しています。いずれか１つでも協力可能な場合は、登録をお願いします。

	夜間休日等も診療することがあるのか。
	各医療機関の診療日、診療時間内に限り、可能な範囲でお願いします。

	静岡市、浜松市に居住する患者は対象外とあるが、何で判断するのか。
	住民票の有無ではなく、実際の居住実態で判断します。

	同じ患者を一日に複数回診る場合の補助はどうなるのか。
	例えば、午前中に往診した患者が、夕方に体調が悪化して再度往診する場合は、２回とも補助対象となります。

	電話による健康観察も一日に複数回行うことがあるのか。また補助はどうなるのか。
	患者の状況によってはあり得ます。また、回数分が補助の対象となります。

	交付申請、実績報告はどのように行い、どのタイミングになるのか。
また、提出先はどこになるのか。
	自宅療養協力医療機関に登録された医療機関へ別途お知らせします。
提出先は、県新型コロナウイルス対策課になります。

	補助の上限はあるのか。
	実績に応じますので、上限はありませんが、本事業の予算の範囲内で協力金を交付します。


